
 

  

平成 18 年 ３ 月期   個別財務諸表の概要        平成 18年 ５月 25日 

会 社 名  アルファグループ株式会社         上場取引所        ＪＡＳＤＡＱ 

コ ー ド 番 号  3322                 本社所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ http://www.alpha-grp.co.jp/） 
代  表  者 役  職  名  代表取締役会長  氏    名  吉岡 伸一郎 
問い合わせ先 責任者役職名  取締役管理本部長 氏    名 猪野 由紀夫 ＴＥＬ（03）5469－7300 

決算取締役会開催日  平成 18年 ５月 25日   中間配当制度の有無  有 ・ 無 

配当支払開始予定日  平成 －年 －月 －日  定時株主総会開催日  平成 18年 ６月 29日  

単元株制度採用の有無 有（１単元  株）・無 

 

１．18年３月期の業績（平成 17年 ４月 １日～平成 18年 ３月 31日）   

(1) 経営成績                                   （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円   ％

6,102     （ 7.1）

5,698     （ 4.2）

百万円   ％

△135     （－）

511     （78.6）

百万円   ％

142    （△78.0）

649     （ 90.9）

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円   ％ 

71   （△79.3） 

347    （ 81.6） 

円  銭

2,473.49

12,276.08

円  銭

2,357.93

11,453.06

％

 4.4 

27.5 

％ 

 3.6 

19.5 

％

 2.3 

11.4 

(注)①期中平均株式数      18年３月期    29,097株   17年３月期    28,319株 

②会計処理の方法の変更   有 ･ 無 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

18年３月期 

17年３月期 

円 銭

0.00 

0.00 

円 銭 

0.00 

0.00 

円 銭

0.00 

0.00 

百万円

― 

― 

％ 

― 

― 

％

― 

― 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

18年３月期 

17年３月期 

百万円 

3,937 

4,086 

百万円

1,548 

1,701 

％ 

39.3 

41.6 

円   銭

 54,354.98 

 58,906.02 

(注)①期末発行済株式数   18年３月期    28,494株   17年３月期    28,892株 

②期末自己株式数    18年３月期     1,086株   17年３月期      ―株 

 

２．19年３月期の業績予想（平成 18年 ４月 １日～平成 19年 ３月 31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中間期 

通 期 

百万円 

2,034 

4,271 

百万円

 2 

 5 

百万円

0 

1 

円 銭

0.00 

――― 

円 銭 

――― 

0.00 

円 銭

――― 

0.00 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)   35円09銭 

 
※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内

在しておりますので、実際の業績は、業況の変化等により、上記の予想数値と異なる場合があります。
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【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  1,027,700  233,594

２ 売掛金 ※３ 1,666,691  859,685

３ 有価証券  ―  149,060

４ 商品  526  ―

５ 貯蔵品  589  576

６ 前渡金  120,000  ―

７ 前払費用  15,883  15,023

８ 繰延税金資産  15,764  15,426

９ 短期貸付金 ※３ 20,688  1,053,138

10 未収入金 ※３ 228,501  116,723

11 立替金 ※３ 174,770  122,399

12 未収還付法人税等  ―  59,315

13 貸倒引当金  △6,262  △49,907

流動資産合計  3,264,854 79.9  2,575,036 65.4
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定資産   

(1) 有形固定資産   

１ 建物  56,413 28,217 

減価償却累計額  14,664 41,749 5,909 22,307

２ 器具備品  84,252 47,095 

減価償却累計額  26,563 57,689 26,407 20,688

有形固定資産合計  99,438 2.4  42,995 1.1

(2) 無形固定資産   

１ ソフトウェア  40,813  13,040

２  営業権  33,480  ―

３ その他  1,250  1,250

無形固定資産合計  75,544 1.9  14,291 0.4

(3) 投資その他の資産   

１ 投資有価証券  2,501  1,611

２ 関係会社株式 ※４ 35,935  1,085,249

３ 出資金  4,312  180

４ 長期貸付金  17,100  ―

５ 破産更生債権等  25,446  24,685

６ 長期前払費用  9,264  106

７ 繰延税金資産  20,277  46,015

８ 差入保証金  552,167  165,620

９ その他  495  ―

10 貸倒引当金  △20,394  △18,133

投資その他の資産合計  647,105 15.8  1,305,335 33.1

固定資産合計  822,089 20.1  1,362,622 34.6

資産合計  4,086,944 100.0  3,937,658 100.0

   

 

 

 

41



  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  992,385  764,537

２ 短期借入金  300,000  1,100,000

３ １年以内償還予定社債  80,000  25,000

４ 未払金 ※３ 177,706  209,327

５ 未払消費税等  18,532  ―

６ 未払費用  72,128  27,351

７ 未払法人税等  231,440  ―

８ 前受金  131,314  4

９ 預り金 ※３ 4,302  10,597

流動負債合計  2,007,811 49.1  2,136,819 54.3

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  25,000  ―

２ 長期借入金  200,000  200,000

３ 預り保証金  152,220  47,500

４ 事業損失引当金  ―  4,548

固定負債合計  377,220 9.3  252,048 6.4

負債合計  2,385,031 58.4  2,388,867 60.7

(資本の部) 
 

 

Ⅰ 資本金  488,898 11.9  497,498 12.6

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  448,500  457,100

資本剰余金合計  448,500 11.0  457,100 11.6

Ⅲ 利益剰余金   

１ 当期未処分利益  764,514  836,485

利益剰余金合計  764,514 18.7  836,485 21.2

Ⅳ 自己株式 ※２ ― ―  △242,293 △6.1

資本合計  1,701,912 41.6  1,548,791 39.3

負債資本合計  4,086,944 100.0  3,937,658 100.0

   

※１ 

※６ 
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   

１ 商品売上高 ※１ 4,575,316 5,709,958 

２ 役務収益  1,123,471 5,698,788 100.0 392,252 6,102,210 100.0

Ⅱ 売上原価   

１ 商品売上原価   

商品期首たな卸高  11,600 526 

当期商品仕入高  3,689,405 5,013,362 

合計  3,701,005 5,013,888 

会社分割による商品
払出高 

 ― 322,233 

他勘定振替高 ※２ ― 39 

商品期末たな卸高  526 3,700,479 ― 4,691,616

２ 役務原価   

人件費  139,534 41,208 

経費  567,865 707,399 65,301 106,510

売上原価合計  4,407,878 77.3  4,798,126 78.6

売上総利益  1,290,909 22.7  1,304,084 21.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１ 販売手数料  32,051 20,848 

２ 荷造運賃  29,990 20,201 

３ 広告宣伝費  23,527 24,041 

４ 貸倒引当金繰入額  4,600 ― 

５ 役員報酬  93,135 81,615 

６ 給与手当  243,342 247,351 

７ 支払手数料  61,728 628,949 

８ 事務用消耗品費  27,234 10,944 

９ 減価償却費  35,376 32,131 

10 地代家賃  103,117 70,432 

11  業務委託手数料  ― 145,265 

12 その他 ※５ 125,136 779,241 13.7 157,519 1,439,298 23.6

営業利益又は営業損失（△）  511,668 9.0  △135,214 △2.2
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  3,368 12,440  

２ 受取配当金  ― 56  

３ 経営指導料収入 ※１ 46,680 41,595  

４ 管理業務受託収入 ※１ 70,320 214,023  

５ 助成金収入  59,459 5,800  

６ その他  1,751 181,579 3.1 20,688 294,604 4.8

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  1,079 4,737  

２ 社債利息  1,764 1,308  

３  新株発行費償却  2,211 ―  

４  株式公開費用  21,654 ―  

５  営業権償却  16,740 8,370  

６ 自己株式購入手数料  ― 1,982  

７ その他  109 43,560 0.7 150 16,549 0.3

経常利益  649,687 11.4  142,840 2.3

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益  ― 99,315  

２ 貸倒引当金戻入益  ― ― ― 5,397 104,712 1.7

Ⅶ 特別損失    

１ 固定資産除却損 ※３ 4,057 10,535  

２ 固定資産売却損 ※４ 9,141 1,002  

３ 関係会社整理損  ― 88,829  

４ 本社移転費用  ― 13,199 0.2 11,613 111,980 1.8

税引前当期純利益  636,487 11.2  135,571 2.2

法人税、住民税及び事
業税 

 303,006 89,000  

法人税等調整額  △14,164 288,841 5.1 △25,399 63,600 1.0

当期純利益  347,646 6.1  71,971 1.2

前期繰越利益  416,868  764,514 

当期未処分利益  764,514  836,485 
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③【利益処分案】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 
(平成17年６月29日) 

当事業年度 
株主総会承認予定日 
(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  764,514  836,485

Ⅱ 利益処分額  ―  ―

Ⅲ 次期繰越利益  764,514  836,485
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 子会社株式 

同左 

 (2)      _______ (2) 満期保有目的の債券 

   償却原価法（定額法）による原価

法を採用しております。 

 (3) その他有価証券 (3) その他有価証券 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

_______ 

３ たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

(1) 商品 

 移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(1) 商品 

_______ 

 (2) 貯蔵品 (2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法を採

用しております。 

同左 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 ４ 固定資産の減価償却の方法 

 定率法を採用しております。 

 なお、耐用年数は、次のとおりです。

 建物   ３～15年 

 器具備品 ３～15年 

同左 

 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。ただ

し、営業権については、３年にわた

り均等償却しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

       同左 

   

 (3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 

  均等償却によっております。 同左 

５ 繰延資産の処理方法 新株発行費 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しております。 _______ 

６ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 

  売掛債権等の貸倒れに備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(2)      _______ 

同左 

 

 

 

 

(2)事業損失引当金 

 関係会社の業績悪化に伴い発生する損

失に備えるため、その合理的見積り額を

計上しております。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７  リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 _______ 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。

 ただし、金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている場合、当該

処理を採用しております。 

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象  

 イ ヘッジ手段 

金利スワップ 

 

 ロ ヘッジ対象 

借入金の利息 

 

 (3) ヘッジ方針  

  借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。 

 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法  

  ヘッジ対象及びヘッジ手段につい

て、それぞれのキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、有効性を評価

しております。 

 ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の評

価を省略しております。 

 

９ その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

 

   会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

_______ （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。 
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追加情報 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（外形標準課税） 

  「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」(平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費が7,358千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

7,358千円減少しております。 

（会社分割） 

 前事業年度において、「重要な後発事象」として注

記したアルファインターナショナル㈱を承継会社とす

る分社型会社分割については、当初の予定通り実施さ

れました。 

 なお、分割した財産の帳簿価額については、以下の

とおりとなっております。 

 資産 1,062百万円 

 負債  193百万円 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 ※１ 授権株式数及び発行済株式総数 
 

授権株式数    普通株式 100,800株

発行済株式総数   普通株式 28,892株
  

 
授権株式数    普通株式 100,800株

発行済株式総数   普通株式 29,580株
  

※２              _____________ ※２ 自己株式 

    当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,086株であります。 

※３ 関係会社項目 ※３ 関係会社項目 

 区分掲記されたもののほか関係会社に対する債

権が次のとおりあります。 

 区分掲記されたもののほか関係会社に対する債

権債務が次のとおりあります。 
 

売掛金 937,887千円
  

 
売掛金 

短期貸付金 

345,414千円

1,050,630千円

未収入金 41,652千円

立替金 

未払金 

預り金        

46,771千円

83,635千円

 6,696千円
  

※４             _____________ ※４ 新株式払込金 

    関係会社株式には平成18年４月３日設立の子会

社であるアルファイット株式会社に対する新株式

払込金70,000千円が含まれております。 

５ 偶発債務 

債務保証 

 次の関係会社の金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。 

保証先 金額 内容 

㈱プラスアルファ 200,000千円 借入債務

   
 

５         _____________ 
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前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度 
(平成18年３月31日) 

※６             _____________ ※６   当事業年度中の発行済株式数の増加内訳     

  

発行形態      
新株予約権の行使 

(ストックオプション) 

発行株式数 688株

発行価格 25,000円

資本組入額 12,500円
 

 

 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま

れております。 
   

経営指導料収入 46,680千円

管理業務受託収入 70,320 

 
売上高 1,910,568千円

経営指導料収入 41,595  

管理業務受託収入 214,023 
  

※２     － ※２ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費        39千円
 

※３ 固定資産除却損は、建物3,561千円、器具備品

496千円であります。 

※３ 固定資産除却損は、建物6,617千円、器具備品

3,917千円であります。 

※４ 固定資産売却損は、器具備品9,141千円であります。 

※５     － 

※４ 固定資産売却損は、器具備品509千円及びソフト

ウェア493千円であります。 

※５ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費     7,000千円
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（単位：千円） （単位：千円）
  

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

器具備品 23,196 7,567 15,628

合計 23,196 7,567 15,628

  

  

 
取得価額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

期末残高
相当額 

器具備品 27,539 11,690 15,849

合計 27,539 11,690 15,849

  
②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額等 
 
１年以内 4,579千円 

１年超 11,380 

合計 15,960千円 
  

 
未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 5,525千円 

１年超 10,735 

合計 16,260千円 
  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額､減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 
 
支払リース料 5,002千円 

減価償却費相当額 4,639 

支払利息相当額 552 
  

 
支払リース料 6,086千円 

減価償却費相当額 5,669 

支払利息相当額 532 
  

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価格相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

 

 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 

（有価証券関係） 

前事業年度(平成17年３月31日現在) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産） 

①流動資産 

（繰延税金資産） 

①流動資産 

  
未払事業税否認 15,265千円

未払事業所税否認 499千円

計 15,764千円

  

  
貸倒引当金損金算入限度超過額 17,015千円

未払事業所税否認 391千円

その他 1,403千円

計 18,810千円

  
②固定資産 ②固定資産 

  
一括償却資産損金算入限度超過額 666千円

投資有価証券評価損否認 8,748千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,336千円

営業権償却損金算入限度超過額 2,724千円

その他 3,801千円

計 20,277千円

繰延税金資産合計 36,042千円

  

  
一括償却資産損金算入限度超過額 643千円

投資有価証券評価損否認 8,748千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 7,340千円

事業損失引当金 1,850千円

関係会社株式評価損 15,258千円

その他 12,173千円

計 46,015千円

繰延税金資産合計 64,826千円

  
 （繰延税金負債） 

①流動負債 

 未収還付事業税 3,383千円

繰延税金負債合計 3,383千円

繰延税金資産の純額 61,442千円
 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  
法定実効税率 40.69％

（調整） 

留保金額に対する税額 5.85％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.24％

均等割等 0.31％

その他 △1.71％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.38％

  

  
法定実効税率 40.69％

（調整） 

留保金額に対する税額 5.62％

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.04％

均等割等 0.66％

税額控除 △0.96％

その他 △0.14％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.91％
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（１株当たり情報） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 58,906円02銭

  

  
１株当たり純資産額 54,354円98銭

    
１株当たり当期純利益 12,276円08銭

  

  
１株当たり当期純利益 2,473円49銭

  
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 11,453円06銭
 

  
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 2,357円93銭

  当社は、平成16年９月21日付で普通株式１株に対し普

通株式４株の割合で株式分割を行いました。 

  前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合に

おける（１株当たり情報）の各数値は以下のとおりで

あります。 

  （前事業年度） 

１株当たり純資産額 34,435円94銭

１株当たり当期純利益 7,785円65銭

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、ストックオプション制度に伴う新株予約権残高があ

りますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、期中平均株価が把握できませんので記載

しておりません。 

 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益（千円） 347,646 71,971 

  普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

  普通株式に係る当期純利益（千円） 347,646 71,971 

  期中平均株式数（株） 28,319 29,097 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益調整額（千円） ― ― 

  普通株式増加数（株） 2,035 1,426 

  （うち新株予約権） （2,035） （1,426）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ― 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（会社分割） 

 当社は、平成17年５月27日開催の取締役会において、平

成17年10月１日を期して当社のモバイルビジネス部門を会

社分割し、平成17年６月１日に設立したアルファインター

ナショナル株式会社に承継することを決議し、平成17年６

月29日開催の定時株主総会において、会社分割契約書が承

認可決されました。その概要は以下のとおりであります。

１．承継する会社 

(1）商号  アルファインターナショナル株式会社 

(2）代表者 井田 秀明 

(3）所在地 東京都渋谷区道玄坂一丁目14番６号 

(4）資本金の額 100,000千円 

(5）主な事業の内容 

情報通信機器の販売及び取次店業務等 

２．当該分割の目的 

 当社事業の柱の１つである、モバイルビジネス部門の

移動体通信業界を取り巻く環境は、第３世代携帯電話の

シェア獲得による競争に加え、料金体系の見直しなどに

よる利用料金の低廉化が進み、ますます競争は激化して

おります。 

 このような環境の中で、当社におきましては、意思決

定の迅速化と経営の効率化を通じて、営業力の強化、

サービスの向上を図るために、会社分割を行い、競争力

の優位性を確保するものであります。 

３．当該分割の方法及び分割に係る契約の内容 

＜分割の方法＞ 

 当社を分割会社とし、アルファインターナショナル株

式会社を承継会社とする分社型の吸収分割であります。

＜分割に係る契約の内容＞ 

(1）分割の日程 

分割契約書調印 平成17年６月１日 

分割期日    平成17年10月１日（予定） 

(2)株式の割当 

 アルファインターナショナル株式会社は当社の100％子

会社であり、本分割に際して新株の割当は行いません。な

お、分割交付金の支払はありません。 

――――――― 
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役員の異動 
 

1.代表取締役の異動 

 該当事項はありません。 

 

2.その他の役員の異動 

 

 ①新任取締役候補 

   該当事項はありません。 

 

 ②新任監査役候補(常勤） 

氏 名 役 職 

井 本 崇 照 － 

 

 ③退任予定取締役 

   該当事項はありません。 

 

 ④退任予定監査役 

   該当事項はありません。 

 

 

3.就任予定日 

   平成18年6月29日 
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